
（ ）

一般会計

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

単位

-

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
-

主要政策・施策

単位

-

％

-

成果実績

目標値 -

達成度

定量的な成果目標

成果指標

％

定量的な成果目標

③介護保険総合データ
ベース管理運営・分析事業
-

達成度 ％

142.6 126.4 132.3

2,855,074 2,855,074

④介護報酬改定検証・研究
委員会費
-

％

成果目標及び成果実績（アウトカム）欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙１】に記載

-

1,453

①要介護認定適正化事業
要介護認定の二次判定に
おける変更率の地域間格
差を解消する。

実施方法

2,855,074

- -

定量的な成果目標

成果指標

事業番号

要介護認定情報管理・分析事業費 担当部局庁 老健局 作成責任者

事業開始年度

直接実施、委託・請負

担当課室

介護保険計画課
高齢者支援課
振興課
老人保健課

事業名

会計区分

28年度

210

翌年度へ繰越し -

計

社会保障

▲ 210

787

予備費等

29年度要求

予算
の状
況

当初予算

-

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

①要介護認定適正化事業（平成19年度～終了予定なし）
：市町村等の介護認定審査会の審査を訪問・傍聴し、審査会の運営手順や認定調査の状況等について技術的助言等を行う。
②介護事業実態調査事業（平成13年度～終了予定なし）
：介護報酬の改定の影響について調査・分析することにより、次期報酬改定に必要な基礎資料を得る。
③介護保険総合データベース管理運営・分析事業（平成23年度～終了予定なし）
：要介護認定に係る情報や介護給付費明細書等の情報を統合し、介護保険制度の適正な運営等に資するためのデータベースを運用する。
④介護報酬改定検証・研究委員会費（平成25年度～終了予定なし）
：社会保障審議会介護給付費分科会介護報酬改定検証・研究委員会において、平成27年度介護報酬改定の効果の検証や、「平成27年度介護報酬改定に関
する審議報告」において検討が必要とされた事項について実態調査等を実施する。
⑤介護サービス情報公表システム運用・保守等経費（平成23年度～終了予定なし）
：全国の介護サービス事業所の情報を公表し、利用者の介護サービス選択を支援するためのシステム運用等を行う。
⑥「見える化」推進事業（平成26年度～終了予定なし）
：地域包括ケアシステムの構築に向けて、全国・都道府県・市町村・日常生活圏域別の特徴や課題、取組等を客観的かつ容易に把握できるように介護・医療
関連情報の共有のためのシステムを整備・運営する。
⑦居宅サービス事業所における業務効率化促進モデル事業（平成27年度～平成28年度）
：介護サービスの生産性の向上等を図るため、介護事業所のICTの活用等による業務効率化の取組やICTを活用した事業所間の連携の取組をモデル的に実
施するとともに、効果的・効率的なサービス提供モデルの分析・評価・普及等を行う。
⑧介護ロボット開発等の加速化事業（平成28年度～終了予定なし）
：介護ロボット等の開発・普及について、開発企業と介護現場の協議を通じ着想段階から現場のニーズを開発内容に反映、開発中の試作機へのアドバイス、
開発された機器を用いた効果的な介護技術の構築など、各段階で必要な支援を行うことにより、加速化を図る。

211

1,202

- -

▲ 205

達成度 ％

要介護認定の二次判定に
おける変更率の地域間格
差の解消（標準偏差）

目標値

成果指標 26年度

25年度

1,106

％

目標値

27年度
中間目標

-

予算額・
執行額

（単位:百万円）

-

26年度 27年度

210

25年度

-

-

成果実績

-

単位

205

補正予算

平成１３年度
事業終了

（予定）年度
終了予定なし

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標

主要経費

達成度

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

高齢者が急増していく中で、高齢者が介護を必要とする状態となっても、尊厳を持ってその有する能力に応じて自立した生活を住み慣れた地域で継続できる
よう、介護保険制度の適切な運営を図ることを目的とする。

前年度から繰越し - -

成果実績

目標値

成果指標 単位

標準偏差
成果目標及び成

果実績
（アウトカム）

成果指標 単位
成果目標及び成

果実績
（アウトカム）

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標

標準偏差

平成２８年度行政事業レビューシート 厚生労働省

執行額

1,202 1,453 1,322 2,319 0

1,368 1,200

執行率（％） 65% 94% 91%

②介護事業実態調査事業
-

-

成果実績 -

目標値

％

⑤介護サービス情報公表
システム運用・保守等経費
本システムを利用者にとっ
て活用しやすいものに平成
24年度から見直したため、
平成24年度以上のアクセ
ス数。

介護サービス情報公表シ
ステムへのアクセス件数

成果実績

- - - - -

　 0812

年度28

- 年度

- 年度

- 年度

28 年度

4,071,788 3,608,187 3,777,997 - -

2,855,074

-

7.3

-

- - - - -

目標最終年度

- 年度

- - - - -

-

25年度 26年度 27年度
目標最終年度

97 100

7.3

7.3 7.2

7.3

99 -

-

-

-

2,114

関係する計画、
通知等

達成度

中間目標

- 年度

25年度 26年度 27年度
中間目標 目標最終年度

- 年度

- - - - -

- - - - -

7.3

7.5

-

中間目標 目標最終年度

- 年度

- -

- - - - -

25年度 26年度 27年度
中間目標 目標最終年度

- 年度

- -

- -

25年度 26年度 27年度

- - -

-

--

高齢社会対策

チェック  

介護保険計画課長 竹林悟史 

高齢者支援課長 佐藤守孝 

振興課長 辺見聡 

老人保健課長 佐原康之 



13 7 7

4,808,782 4,762,851 5,571,807 -

- -

年度

28

26年度

活動実績

27年度

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

事業の妥当性
を検証するた
めの代替的な
達成目標及び

実績

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

定性的な成果目標と25～27年度の達成状況・実績

単位当たり
コスト

算出根拠

当初見込み

箇所

活動指標

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

活動指標

代替目標

- -

４段階評価
　Ａ：とてもより
　Ｂ：よい
　Ｃ：あまりよくない
　Ｄ：よくない

定量的な目標
が設定できな
い理由及び定
性的な成果目

標

達成度 ％

②介護事業実態調査事業
調査対象事業所数

4.3/50

活動指標

- -

28年度活動見込

1,114,770 89,796 86,000

①要介護認定適正化事業
技術的助言等を実施した市町村数

単位

有効回答率 ％目標値

56.6 48.4

61.2 36.1

実績

定量的な目標が設定できない理由

箇所

代替目標

評価
B以上

達成度

目標値

代替指標 単位

③介護保険総合データ
ベース管理運営・分析事業
介護保険総合データベー
スを用いた集計結果等を各
保険者へ提供する。

介護保険総合データベー
スを用いた集計結果等の
各保険者への提供件数

実績 件

件

代替指標
中間目標

- 年度

28 年度

②介護事業実態調査事業
　介護報酬の改定の影響について調査・分析し、必要な基礎デー
タを得ることにより、次期報酬改定につなげることを目的としてお
り、成果を定量的に示すことができない。

③介護保険総合データベース管理運営・分析事業
　集計・分析結果により、介護保険サービスの利用実態、要介護
認定者の健康状態による必要なサービスの実態等を把握し、市
町村における介護保険の適正な運営等に資するための資料を得
ることを目的とし継続的に行う業務のため、成果を定量的に示す
ことができない。
④介護報酬改定検証・研究委員会費
　平成27年度介護報酬改定の効果の検証等について調査・分析
し、必要な基礎データを得ることにより、直保報酬改定につなげる
ことを目的としており、成果を定量的に示すことができない。

⑦居宅サービス事業所における業務効率化促進モデル事業
　介護サービス事業所でのICTの導入よる業務効率化の実態に
ついて調査・分析し、必要な基礎データを得ることを目的としてお
り、成果を定量的に示すことができない。

実績

活動実績

目標値

事業の妥当性
を検証するた
めの代替的な
達成目標及び

実績

単位

①要介護認定適正化事業
X：執行額（百万円） ／ Y：技術的助言等を実施した市

町村数

単位当たり
コスト 円

4.3/504.4/49

定
量
的
な
成
果
目
標
の
設
定
が
困
難
な
場
合

②介護事業実態調査事業
調査の実施に当たり、調査
対象施設・事業所の協力を
得る。

単位

事業の妥当性
を検証するた
めの代替的な
達成目標及び

実績

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

単位

⑤介護サービス情報公表システム運用・保守等経費
介護サービス情報公表システムに管理されている事業
所数

④介護報酬改定検証・研究
委員会費
１つの調査につき、調査実
施後に調査の妥当性につ
いて４項目（課題、対象、方
法論、結論）の評価を介護
報酬改定検証・研究員会で
実施する。

活動指標 単位

活動実績 箇所

当初見込み 箇所

代替目標 代替指標

％ 72.7

単位

27年度

24 24 28

％

件

当初見込み

箇所

③介護保険総合データベース管理運営・分析事業
介護保険総合データベースに管理されている要介護認
定データ数

活動実績 件

当初見込み 件

達成度

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

活動指標 単位

④介護報酬改定検証・研究委員会費
介護報酬改定検証・研究に係る調査研究数

活動実績

件

28年度活動見込

計算式 　　X/Y

86,000

149,208 160,937 170,337 174,829

25年度 26年度 27年度

25年度 27年度

5.7/50

13 7 7

26年度

評価
B以上

年度

7

28

28
25年度 26年度 27年度

②介護事業実態調査事業
　介護報酬改定の影響について調査・分析し、必要な基礎データを得ること
により、次期報酬改定につなげることを目標とした。平成25年に処遇状況等
調査と経営概況調査、平成26年に経営実態調査、平成27年に処遇状況等
調査を実施し、介護報酬改定の議論に資することができた。
③介護保険総合データベース管理運営・分析事業
　保険者がシステムを利用し、活用すること。平成24年度に同システムを開
発し、平成25年度よりシステムを活用している。

④介護報酬改定検証・研究委員会費
　介護報酬改定の影響について調査・分析し、必要な基礎データを得ること
により、次期報酬改定につなげることを目標とした。平成25年度に13調査、
平成26年度の7調査、平成27年度に7調査を実施し、介護報酬改定の基礎
データにすることができた。
⑦居宅サービス事業所における業務効率化促進モデル事業
　介護サービス事業所でのＩＣＴの導入による業務効率化の実態について、
調査・分析し、必要な基礎データを得ることを目標とした。４法人５事業所で
の通所介護、訪問介護の実態を把握することができた。

- 50

92 134 88 - -

82.2

単位

％

目標最終年度

- -

25年度

25年度 26年度 27年度
中間目標 目標最終年度

- 年度

28年度活動見込

11,895 12,500 9,875 - -

11,277 11,895 12,500 - 9,875

105 105 79 - -

25年度 26年度
中間目標 目標最終年度

- 年度

51 28

26 14 14 - 14

196 200 200 - -

-

25年度 26年度 27年度 28年度活動見込

50 49 43 -

28

28年度活動見込

-

22,000 35,700 9,000 27,000

25年度 26年度

26年度 27年度

24,941 33,339 10,560

当初見込み 箇所

28年度活動見込

160,937 170,337 174,829 -

25年度

27年度

チェック  



1

単位当たり
コスト

単位

27年度

円

2,114 0

庁費

算出根拠

②介護事業実態調査事業
X：執行額（百万円） ／ Y：調査対象事業所数

26年度 27年度

21

計算式

単位当たり
コスト

③介護保険総合データベース管理運営・分析事業
X：執行額（百万円） ／ Y：データベースに管理している

要介護認定データ数

単位当たり
コスト

要介護認定調査委託費

38

算出根拠

199/24,941

25年度

計算式

100/4,808,782 100/4,762,851

227/33,339 78/10,560

28年度活動見込

　　X/Y

18 18

　　X/Y 248/27,000

単位

単位当たり
コスト

100/5,571,807

7,979 6,808 7,361 9,192

25年度 26年度 28年度活動見込

28年度当初予算

43

2,096

8

百万円

350/13

⑤介護サービス情報公表システム運用・保守等経費
X：執行額（百万円） ／ Y：システムに管理している事業

所数

単位当たり
コスト 円

計算式 　　X/Y

3

職員旅費

25年度 26年度 27年度

単位当たり
コスト

299/7 299/7 299/7

平
成
2
8
・
2
9
年
度
予
算
内
訳

（
単
位
：
百
万
円

）

116/124,829

歳出予算目

116/124,829

25年度 26年度 27年度 28年度活動見込

717 681 664

27 43

664

116/160,937 116/170,337

29年度要求 主な増減理由

43

算出根拠 単位 28年度活動見込

計算式 　　X/Y

6

計

④介護報酬改定検証・研究委員会費
X：執行額 ／ Y：調査本数

単位当たり
コスト

諸謝金

委員等旅費

単位当たり
コスト

算出根拠

円

単位

100/5,571,807



要介護認定適正化事業や「見える化」推進事業などにより、認定制度や介護保険制度の運営に関わる保険者、自治体の資質の向上を図る。また、
介護ロボットの開発・普及について適切な支援を行うことでこれを加速化し、介護の生産性の向上を図る。

7.2

目標最終年度

-

-

目標値

中間目標

年度

7.5 7.3 7.3 -

計画開始時
27年度 28年度

-

- - -

単位
年度

7.2 -

目標値 ％

K
P
I

(

第
一
階
層

）
- -

本事業の成果と改革項目・KPIとの関係

- -

-

中間目標

成果実績

-

-

年度 年度

- -

12 11.5 10.7 - -

目標値 ％ 13.3 12

単位

-

要介護認定に係る一次判定から二次判定における変更
率のバラツキ指標である標準偏差

要介護認定に係る一次判定から二次判定における変更
率の平均値

実績値 ％

-

達成度 ％ -

改革
項目

分野： 社会保障
２２　介護人材の資質の向上と事業経営の規模の拡大やICT・ロボットの活用等による介護の生産
性向上

26年度 27年度

7.3

ＫＰＩ
（第一階層）

-

11.5 -

中間目標 目標年度

-

本事業の成果と上位施策・測定指標との関係

高齢者が急増していく中で、高齢者が介護を必要とする状態となっても、尊厳を持ってその有する能力に応じて自立した生活を住み慣れた地域で継
続できるよう、介護保険制度の適切な運営をはかることができる。

-

- 28 年度
定量的指標 25年度

-

10.7

目標年度

- 年度 28 年度

実績値 ％ 7.3

施策 介護保険制度の適切な運営を図るとともに、質・量両面にわたり介護サービス基盤の整備を図ること（施策目標Ⅸ－３－２）

政策
基本目標Ⅸ　高齢者ができる限り自立し、生きがいを持ち、安心して暮らせる社会づくりをすいしんすること
　施策大目標３　高齢者の健康づくり・生きがいづくりを推進するとともに、介護保険制度の適切な運営等を通じて、介護を必要とする高齢者へ
の支援をはかること

定量的指標 単位 25年度 26年度 27年度

測
定
指
標

K
P
I

(

第
二
階
層

）

ＫＰＩ
（第二階層）

単位
計画開始時

27年度 28年度
中間目標 目標最終年度

- 年度 - 年度 - 年度

-

成果実績 - - - - - -

目標値 - - - - - -

達成度 ％ - - - - -

経
済
・
財
政
再
生

ア
ク
シ
ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム

政
策
評
価

、
経
済
・
財
政
再
生
ア
ク
シ
ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム
と
の
関
係

政
策
評
価

改革
項目

分野： 社会保障
１７　要介護認定率や一人当たり介護費の地域差を分析し、保険者である市町村による給付費の

適正化に向けた取組を一層促す観点からの、制度的な対応も含めて検討

K
P
I

(

第
一
階
層

）

ＫＰＩ
（第一階層）

単位
計画開始時

27年度 28年度
中間目標 目標最終年度

- 年度 - 年度 - 年度

地域差を分析し、給付費の適正化の方策を策定した保
険者

成果実績 - - - - - -

目標値 - - - - -

達成度 ％ - - - - -

K
P
I

(

第
二
階
層

）

ＫＰＩ
（第二階層）

単位
計画開始時

27年度 28年度
中間目標 目標最終年度

- 年度 - 年度 - 年度

年齢調整後の要介護度別認定率の地域差

成果実績 - - - - - -

目標値 - - - - -

達成度 ％ - - - - -

K
P
I

(

第
二
階
層

）

ＫＰＩ
（第二階層）

単位
計画開始時

27年度 28年度
中間目標 目標最終年度

- 年度 - 年度 - 年度

年齢調整後の一人当たり介護費の地域差（施設／居住
系／在宅／合計）【縮小】

成果実績 - - - - - -

目標値 - - - - -

達成度 ％ - - - - -

本事業の成果と改革項目・KPIとの関係

保険者機能を強化し、市町村による高齢者の自立支援・介護予防等を通じた給付の適正化を推進することにより、介護保険財政の安定化につなが
るとともに、給付費の地域差が縮小すると考えられる。「見える化」システムは、地域ごとの介護・医療サービスの提供状況についてその特徴や課題、
取組等を客観的かつ容易に把握することができるため、保険者等が介護保険事業等の実行状況を随時分析・検証し、その結果に応じた改善策を検
討することに資する。

100% 

縮小 

縮小 



-

介護保険制度の適切な運営を図るため、介護報酬改定の議
論に大きく影響する調査等の事業であり、国が一元的に実
施することが必要である。

○

評　価項　　目

介護保険制度の適切な運営を図るため、介護報酬改定の議
論に大きく影響する調査等の事業であり、国費の投入が必
要である。

-

○

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

事業名

介護報酬改定の基礎資料に活用されている。

○

必要なもののみに限定されている。

△ 随意契約（企画競争）について一者応募となったものがあっ
たが、介護保険制度に精通しつつ、調査分析手法に優れて
いることを求めたため、応募業者が限られていると思われる
が、今後は、公示期間を長くとったり、事業説明会の際等の
説明を充実させるなどして改善を図っていく。
また、競争性のない随意契約による案件（介護保険総合
データベース管理・運営事業）があったが、１者のみ特許をも
つ技術によるシステムであったため、その者と随意契約を
行ったことは妥当だが、今後は、オープンなシステム（技術）
にて改修・開発を行うことで、改善を図る。

○

点検結果

外部有識者の所見

改善の
方向性

①要介護認定適正化事業
：要介護認定について、全国一律の基準の基準に基づき、客観的かつ
②介護事業実態調査事業
：平成28年度においては、介護事業経営概況調査を着実に実施し、次期報酬改定の検討を実施していく。
③介護保険総合データベース管理運営・分析事業
：今後においても、適切にデータベースの運営管理を行い、市町村における介護保険の適正な運営の支援を図っていく。
④介護報酬改定検証・研究委員会費
：平成28年度においても、平成27年度介護報酬改定の効果の把握、検証等を行い、次期介護報酬改定に必要なデータが得られるよう、引き続
き調査を実施していく。
⑤介護サービス情報公表システム運用・保守等経費
：今後においても、介護サービス事業所等の選択を支援するためのシステムとして、利用者の意見を踏まえたシステム改修を行い、利便性の
向上を図っていく。
⑥「見える化」推進事業
：地方自治体向けのリリースに向けて、事業を実施していく。

①要介護認定適正化事業
：平成26年度においては、前年度に比べ、要介護認定の二次判定における変更率の地域間格差が解消されており、本事業の効果があったも
のと評価できる。
②介護事業実態調査事業
：調査業務を一式（企画、調査票の設計、配布、回収、照会対応、集計・分析等）として、業務委託を実施するものであるが、総合評価落札方式
を採用し、最も効率的かつ経済的な相手方を選定したところであり、業務実施に必要な経費の水準となっている。
③介護保険総合データベース管理運営・分析事業
：平成26年度における介護保険総合データベースの要介護認定データ数は、4,762,851件であり、また、これらのデータの集計結果を12,500回
に渡り、全保険者へ提供し、各市町村における介護保険の適正な運営等の支援につながった。（介護保険総合データベースの数値は、市町村
からデータ送信されるたびに更新されるが、本数値は平成27年5月15日現在の26年度の集計等状況である。
④介護報酬改定検証・研究委員会費
：平成27年度においては、7本の調査研究事業を実施し、30年度介護報酬改定に必要な基礎資料を得ることができた。
⑤介護サービス情報公表システム運用・保守等経費
：平成27年度においては、3,777,997件のアクセスがあり、介護サービスや事業所・施設を検索するために、全国の利用者から活用された。
⑥「見える化」推進事業
：平成27年度においては、情報システムの構築・運用を着実に進めた。

‐

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

○整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

有

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

介護保険制度の適切な運営を図るため、報酬改定の議論に
大きく影響する調査等の事業であり、政策目的に直結する事
業であり、優先度が高い。

真に必要な経費のみ計上しており、妥当な水準である。

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

-

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

‐

-

事業番号

関
連
事
業 -

‐

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。

○
介護保険制度の適切な運営を図るため、介護報酬改定の議
論に大きく影響する調査等の事業として、見込みに見合った
実績となっている。

‐

‐

有

○

一般競争入札、総合評価入札又は随意契約（企画競争）による支出のうち、
一者応札又は一者応募となったものはないか。

競争性のない随意契約となったものはないか。

所管府省・部局名

-

点
検
・
改
善
結
果

一般競争入札（総合評価）を行い、より良い調査実施の手法
を採用しつつ、コスト削減に努めている。

-

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

○

-

受益者との負担関係は妥当であるか。 -

国
費
投
入
の
必
要
性

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

評価に関する説明

事業所管部局による点検・改善



※平成27年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

537

830

平成23年度

842

1030

平成26年度

関連する過去のレビューシートの事業番号

平成25年度

485

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万

円）

831

平成24年度

平成27年度

備考

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

行政事業レビュー推進チームの所見

平成22年度

②介護事業実態調査事業 

厚生労働省 

７８百万 

調査実施及び集計分析において、次期介護報酬改定のための基礎資料として必要な集計・分析について検

委託【総合評価入札】 

Ｄ．株式会社三菱総合研究所 

７８百万円 

調査実施及び集計・分析業務 

厚生労働省 

９８百万円 

受託業者に対し、事業を実施する上で必要な指示を行う。 

委託【随意契約（企画競争）】 

Ａ．三菱UFJリサーチ＆コンサルティング（株） 

９８百万円 

技術的助言及び研修会の実施等 

【随意契約（その他）】 【随意契約（その他）】 

Ｂ．（株）プロシーズ 

１１百万円 

Ｃ．（株）エスミ 

４百万円 

e-ラーニングシステム改修・管理 業務管理システム構築 

①要介護認定適正化事業 



資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万

円）

厚生労働省 

１００百万円 

受託業者に対し、事業を実施する上で必要な指示を

委託【随意契約（その他）】 

Ｅ．東芝ソリューション（株） 

１００百万円 

情報管理・分析業務、プロジェクト管理等 
【随意契約（その他）】 

Ｆ．（株）情報実業 

１８百万円 

ヘルプデスク運用 

③介護保険総合データベース管理運営・分析事業構築等事

④介護報酬改定検証・研究委員会費 

介護サービス情報公表システムの運用・保守及び機能改修 

Ｈ．エヌ・ティ・ティ・コミュニケーションズ株式会社 

１１６百万円 

受託業者に対し、事業を実施する上で必要な指示を行う。 

厚生労働省 

１１６百万円 

⑤介護サービス情報公表システム運用・保守等経費 

委託【一般競争（総合評価）】 

厚生労働省 

２９８百万円 

受託業者に対し、事業を実施する上で必要な指示を行う。 

委託【随意契約（企画競争）】 

Ｇ．民間企業（７事業、２者） 

２９８百万円 

平成27年度介護報酬改定の効果の検証や「平成27年度

介護報酬改定に関する審議報告」において検討が必要と

された事項について実態調査等の実施 



資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万

円）

厚生労働省 

３０４百万円 

民間団体 民間団体 民間団体 

委託【随意契約（企画競争）】   委託【随意契約（企画競争）】                委託【随意契約（企画競争）】 

現場のニーズを踏ま

えた介護ロボット開発

の手案を取りまとめる 

モニター調査（専門職によるアドバイス

支援、臨床評価） 

効果的な介護ロボットを活用

した介護方法の開発 

⑧介護ロボット開発等の加速化事業【平成28年度新規事業】 

⑦居宅サービス事業所における業務効率化促進モデル事業【平成28年度新規事業】 

厚生労働省 

６百万円 

民間団体 
６百万円 

居宅サービス事業所における業務効率化促進モデル事業 

委託 

厚生労働省 

３１５百万円 

受託業者に対し、事業を実施する上で必要な指示を行う。 

委託【国庫債務負担行為】 

Ｉ．東芝ソリューション（株） 

１３８百万円 

見える化システム構築業務 

【随意契約（その他）】 

Ｌ．（株）情報実業 

５６百万円 

アプリ設計開発及

びヘルプデスク運

用の一部 

委託【国庫債務負担行為】 

Ｊ．三菱総合研究所（株） 

 １２９百万円 

見える化システム構築における管理

業務 

Ｎ．エム・アール・アイ リサーチアソシエイツ（株） 

１７百万円 

新たな指標開発支援業務 

委託【国庫債務負担行為】 

介護保険総合データベース機能強化

業務 

【随意契約（その他）】 

Ｏ.（株）情報実業 

  ６百万円 

認定ソフト及び

データベース改

修の一部 

【随意契約（その他）】 

Ｍ．国際航業（株） 

    １４百万円 

GISエンジンに関するAPI開発 

【随意契約（その他）】 

Ｐ．東芝情報システム（株） 

    １０百万円 

プラットフォーム構築の一部 

【随意契約（その他）】 

Ｑ．東芝ITサービス（株） 

    ２７百万円 

プラットホーム据付作業及び保守 

Ｋ．東芝ソリューション（株） 

４８百万円 

【随意契約（その他）】 

⑥「見える化」推進事業 



旅費

金　額
(百万円）

A.三菱UFJリサーチ＆コンサルティング株式会社

11

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

19

委託費 業務分析データ作業等

e-ラーニングシステム改修・管理等にかかる
人件費

16

使　途

賃金 委託費適正化事業人件費

費　目

適正化事業旅費 4

印刷費等 テキスト印刷代、サーバー借料等

B.株式会社プロシーズ

15

金　額
(百万円）

63

費　目 使　途

計 98 計 11

C.株式会社エスミ D.株式会社三菱総合研究所

費　目 使　途

委託費 業務システム構築等に係る人件費等 4 賃金 主任研究員および研究員等

金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額

(百万円）

印刷製本費 調査票等の印刷 3

調査費 調査票の発送、データ入力、相談室の運用 46

管理費 一般管理費 10

計 4 計 78

賃金 事業全体管理 28

使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

借料及び損料 室料、通信機器使用料 51 賃金 ヘルプデスク運用に係る人件費 14

単体、結合、総合試験等

計

委託費 ヘルプデスク運用 18

通信運搬費 通信回線使用料等 3

計 100

費　目 使　途

2.9通信運搬費 調査票発送・回収、報告書発送

報酬 検討委員会委員謝金 1.1

会議費 検討委員会会議費用 0.2

0.7諸謝金 報告書原稿執筆、ヒアリング謝金

人件費
研究員、タイムスタディ調査員、調査票発
送・入力・集計作業

42.6
プログラム開
発費

14

金　額
(百万円）

77

印刷製本費 調査票印刷、報告書印刷

E.東芝ソリューション株式会社 F. 株式会社情報実業

費　目

費目・使途欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙２】に記載

旅費 ヒアリング出張、タイムスタディ出張 2.5 設計費 プログラムの設計 5

G.株式会社三菱総合研究所 H.エヌ・ティ・ティ・コミュニケーションズ株式会社

4.4

プログラム管
理費

サーバ管理、メンテナンス等 6

計 54.4 計 116

28

費　目 使　途
金　額

(百万円）

運用・保守費 サービス提供

チェック  



支出先上位１０者リスト
A.

B

C

D

E

F

G

株式会社　三菱総合
研究所

6010001030403

居宅介護支援事業所及び
介護支援専門員の業務等
の実態に関する調査研究
事業

44
随意契約

（企画競争）
1 100％

三菱ＵＦＪリサーチ＆
コンサルティング株
式会社

3010401011971
中山間地域等における
サービス提供の在り方に関
する調査研究事業

36
随意契約

（企画競争）
1 100％

三菱ＵＦＪリサーチ＆
コンサルティング株
式会社

3010401011971
看護小規模多機能型居宅
介護のサービス提供の在り
方に関する調査研究事業

21
随意契約

（企画競争）
1 100％

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

株式会社　三菱総合
研究所

6010001030403

介護保険施設等における
利用者等の医療ニーズへ
の対応の在り方に関する
調査研究事業

52
随意契約

（企画競争）
1 100％

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

東芝ソリューション株
式会社

7010401052137
介護保険総合データベー
ス管理・運営事業

100
随意契約
（その他）

1 100％
（株）東芝ソリューションが著作
権を持つ技術によって構築され
ている為

株式会社三菱総合
研究所

6010001030403
調査実施及び集計・分析業
務

78 総合評価入札 3 80.8％

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

三菱ＵＦＪリサーチ＆
コンサルティング株
式会社

1

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

100％1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

株式会社　プロシー
ズ

3120901002856 システム改修・管理 11
随意契約
（その他）

1 株式会社エスミ 0011201000788 業務システム構築 4
随意契約
（その他）

- 100％

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

株式会社情報実業 9012801003907
ヘルプデスク運用に係る人
件費

18
随意契約
（その他）

- 100％

3

4

1

2

株式会社　三菱総合
研究所

6010001030403
介護保険サービスにおける
質の評価に関する調査研
究事業

54
随意契約

（企画競争）
1 100％

7

5

6

株式会社　三菱総合
研究所

6010001030403

介護保険サービスにおける
認知症高齢者へのサービ
ス提供に関する実態調査
研究事業

40
随意契約

（企画競争）
2 100％

三菱ＵＦＪリサーチ＆
コンサルティング株
式会社

3010401011971
リハビリテーションと機能訓
練の機能分化とその在り方
に関する調査研究事業

51
随意契約

（企画競争）
1 100％

1 100％

法　人　番　号
入札者数
（応募者

数）
落札率契約方式

随意契約
（企画競争）

3010401011971 104

支　出　額
（百万円）

支　出　先 業　務　概　要

要介護認定適正化事業の
実施



H

国庫債務負担行為等による契約先上位10者リスト

エヌ・ティ・ティ・コミュ
ニケーションズ株式
会社

7010001064648
介護サービス情報公表シ
ステムの運用・保守及び機
能改修

116 総合評価入札 2 81％

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

E
東芝ソリュー
ション株式会
社

支出先上位10者リスト欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙３】に記載

契　約　先
ﾌﾞﾛｯｸ
名

三菱ＵＦＪリ
サーチ＆コン
サルティング
株式会社

A

2 7010401052137
介護保険総合データベー
ス管理・運営事業

199
随意契約
（その他）

1 100％

法　人　番　号 業　務　概　要
契約額

（百万円）
契約方式

入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（契約額10億円以上）

1 3010401011971
要介護認定適正化事業の
実施

279 総合評価入札 1 91％

1

チェック  



別紙１

- -

- - -

⑧介護ロボット開発等の加
速化事業
介護ロボットを活用した介
護技術開発を支援する

成果の取りまとめ件数

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標 成果指標

達成度 ％

目標値 件

成果実績 件

単位

- - -

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標 成果指標 単位

⑥「見える化」推進事業
全保険者がシステムを利用
すること

保険者のシステム利用割合

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標 成果指標

達成度 ％

⑦居宅サービス事業所にお
ける業務効率化促進モデル
事業

-

成果実績

目標値 -

-

達成度 ％

- -

- -

目標値 件

成果実績 件

単位
28 年度

25年度 26年度 27年度
中間目標

- - -

- - -

目標最終年度

- 年度

- 69 - -

- 80 100 - 100

- 86 - -

25年度 26年度 27年度
中間目標 目標最終年度

- 年度 - 年度

- - - -

25年度 26年度 27年度
中間目標 目標最終年度

- 年度 28 年度

-

- 5

- - - - -



別紙２

計 27 計 0

プラットホーム据付作業及び保守 27

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額
が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

Q.東芝ＩＴサービス株式会社 R.

費　目 使　途
金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額
(百万円）

委託費

計 6 計 10

委託費 認定ソフト及びデータベース改修の一部 6 委託費 プラットフォーム構築の一部 10

O.株式会社情報実業 P.東芝情報システム株式会社

費　目 使　途
金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額
(百万円）

計 14 計 17

委託費 GISエンジンに関するAPI開発 14 委託費 指標開発支援業務に係る人件費等 17

M.国際航業株式会社 N.エム・アール・アイリサーチアソシエイツ株式会社

費　目 使　途
金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額
(百万円）

計 48 計 56

人件費以外 機器等その他経費 14

人件費 進捗管理・開発・テスト等 34 委託費
アプリ設計開発及びヘルプデスク運用の一
部

56

K.東芝ソリューション株式会社 L.株式会社情報実業

費　目 使　途
金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額
(百万円）

計 138 計 129

51

データセンタ費 サーバ機器等設計に係る人件費 56

システム設計に係る人件費 10 人件費 管理業務に係る人件費 78

構築費 システム開発に係る人件費等 33 事業費 検討会開催等関係費

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額
が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

I.東芝ソリューション株式会社 J.株式会社三菱総合研究所

費　目 使　途
金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額
(百万円）

設計費

付帯費 全体管理等に係る人件費 24

運用費 システム運用に係る人件費 15



別紙３

I

J

K

L

M

N

O

P

Q

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

東芝ITサービス株式
会社

6010401078439
プラットホーム据付作業及
び保守

27
随意契約
（その他）

- 100％

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

東芝情報システム株
式会社

7020001073920
プラットフォーム構築の一
部

10
随意契約
（その他）

- 100％

1

1
エム・アール・アイリ
サーチアソシエイツ
株式会社

7010001012532 新たな指標開発支援業務 17
随意契約
（その他）

- 100％

1 国際航業株式会社 9010001008669
GISエンジンに関するAPI開
発

14
随意契約
（その他）

- 100％

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数
（応募者数）

落札率

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1 株式会社情報実業 9012801003907
アプリ設計開発及びヘルプ
デスク運用の一部

56
随意契約
（その他）

- 100％

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

東芝ソリューション株
式会社

7010401052137
介護保険総合データベース
機能強化業務

48 - -

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

株式会社三菱総合
研究所

6010001030403
見える化システム構築にお
ける管理業務

129 - - -

東芝ソリューション株
式会社

7010401052137 見える化システム構築業務 138 - - -1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

-

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

株式会社情報実業 9012801003907
認定ソフト及びデータベー
ス改修の一部

6
随意契約
（その他）

- 100％


